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森林率上位 10 団体のうち 7団体で導入済みで，残る 3団体である山梨，岐阜，徳島も「検
討中」となっています．このうち，山梨県は今年（2012 年）の 4月に導入されました．岐阜県
は 2003 年度に法定外目的税である乗鞍環境保全税が導入されております．
次に，「導入予定なし」の 5団体のうち 4団体が森林率下位 10団体に位置づけられております．
その下位 10 団体で，森林環境税を導入している団体のうち，神奈川県と茨城県は目的が水源
保全です．福岡県と佐賀県が導入した理由の一つは，九州知事会による「九州全体での森林環
境税の導入」ということでありました．愛知県は後ほど話しますように，都市緑化を目的とし
ており，森林率とは別の側面が導入に影響していました．
二つ目の分析視点として「検討段階での主たる所管課」について分析してみました．最初に
水源／森林環境税の構想を提案した神奈川県では，構想の提案の段階，検討段階，県民論議の
段階，それから条例化までは，税務課が主たる所管課となっておりましたので，他県はどうな
っていたのかということで検証してみました．
